
資料関係  
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児童虐待防止のための親権制度の見直しについて  

第1 親権制度の見直しの必要性  

現在の制度では，児童虐待の事案等において，子の利益の侵害を防ぐという  

現実の必要性に応じた適切な親権制限が困難であることなどから，児童福祉法  

及び児童虐待防止法における諸課題と併せて，民法の親権に関する規定の見直  

しを検討する必要がある。  

第2 検討の経緯  

1 平成19年改正法附則  
平成19年の児童虐待防止法及び児童福祉法の一部を改正する法律附則によ  

り，政府は，同法律施行（施行日平成20年4月1日）後3年以内に，親権に  

係る制度の見直しについて検討を行い，その結果に基づいて必要な措置を講ず  

るものとされた。  

2 研究会  

平成21年6月～12月 「児童虐待防止のための親権制度研究会」開催  

＜研究会の目的＞  

論点整理及び民法改正の要否の検討  
＜メンバー＞  

学者，家庭裁判所判事，弁護士，児童相談所関係者  
最高裁判所事務総局担当者，厚生労働省担当者，法務省担当者  

平成22年1月   研究会報告書の取りまとめ  

3 法制審議会への諮問等（民法関係）   

平成22年2月5日   法制審議会へ諮問，児童虐待防止関連親権制度部会  

設置（3月25日第1回会議開催）  

＜諮問第90号＞  

児童虐待の防止等を図り，児童の権利利益を擁護する観点から民法の  
親権に関する規定について見直しを行う必要があると思われるので，そ  
の要綱を示されたい。  

4 社会保障審議会における検討（児童福祉法、児童虐待防止法関係）  
平成22年2月17日 社会保障審議会児童部会において、児童虐待防止の  

ための親権の在り方に関する専門委員会の設置了承  

（3月31日第1回会議開催）  
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児童虐待防止のための親権制度の見直しに関する主な論点  

（前注）この資料は，「児童虐待防止のための親権制度研究会」において取り上げた主な  

論点をまとめたものであり，○は主に民法に関係する論点，●は主に児童福祉法又  

は児童虐待防止法に関係する論点である。  

1 親権に係る制度について検討するに当たっての一般的な視点  

親権が子の利益のために行わなければならないものであり，児童虐待が親権  

によって正当化されないことが，検討に当たっての重要な指針となる。  

2 親権を必要に応じて適切に制限するための手当に関する論点   

○ 現行の親権喪失制度の見直し   

・ 親権喪失原因の見直し  

研究会報告書では，親権の濫用又は著しい不行跡とされている現行の親  

権喪失原因について子の利益の観点を中心とした規定とすべきであるとし  

た上で，そのような見直しを行う場合の原因の定め方について論点整理が  

されている。   

・親権喪失の申立人に子を加えること  

研究会報告書では，申立人に子を加えるべきとの意見が紹介された上で，  

その問題点も併記されている。   

○ 親権の一時的制限制度の創設等   

・ 家庭裁判所の審判により親権を一時的に制限する制度の創設の要否・可否   

・ 同制度を創設する場合の制度設計の在り方  

研究会報告書では，親権の一時的制限制度を設けることが考えられると  

した上で，その制度設計について論点整理がされている。   

● 施設入所等の措置又は一時保護が行われている場合に親権を部分的に制限す  

る制度の創設等   

・ 施設長等の権限が親権に優先する制度の創設の要否・可否  

研究会報告書では，施設長，里親等及び児童相談所長の児童の監護等に  

関する権限が親権者の親権に優先するものとすることが考えられるとした  

上で，その制度設計について論点整理がされている。  
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・ 一時保護についての見直し  

研究会報告書では，行政の判断のみによる一時保護について，裁判所の  

関与の在り方を含め，現行の一時保護の期間について見直しが必要かどう  

かについて，論点整理がされている。  

○ 親権の一部制限制度の創設等  

家庭裁判所の審判により親権の一部を制限する制度の創設の要否・可否  

同制度を創設する場合の制度設計の在り方  

研究会報告書では，親権の一部制限制度を設けることについての積極意  

見・消極意見が挙げられた上で，仮に設けるとした場合のあり得べき具体  

的制度設計について論点整理がされている。  

3 親権を行う者がない子を適切に監護等するための手当てに関する論点   

○ 法人による未成年後見の導入  

法人を未成年後見人に選任することができるものとすることの要否・可否  

研究会報告書では，法人を未成年後見人に選任することができるものと  

すべきとの意見が紹介された上で，その問題点も併記されている。   

● 親権者等がいない児童等の取扱い   

・里親等委託中又は一時保護中の児童に親権者等がいない場合に，児童相談  

所長等が親権を行うものとする制度の創設の要否・可否  

研究会報告書では，里親等委託中又は一時保護中の児童について，親権  

者等がないときには，児童相談所長等が親権を行うものとすることが考え  

られるとした上で，その制度設計について論点整理がされている。  

■ 施設入所等の措置及び一時保護が行われていない未成年者に親権者等がい  

ない場合に，児童相談所長が親権を行うなどする制度の創設の要否一可否  

研究会報告書では，施設入所等の措置及び一時保護が行われていない未  

成年者に親権者等がいない場合でも，その福祉のため必要があるときには，  

児童相談所長が親権を行い，又は，児童相談所長を未成年後見人に選任す  

ることができるようにすることが考えられるとした上で，その問題点も併  

記されている。  
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4 親権制度の見直しに関するその他の論点   

● 接近禁止命令の在り方   

・強制入所等以外の場合に接近禁止命令を可能とすることの要否・可否  

研究会報告書では，平成19年改正によって創設された接近禁止命令の制  

度の対象を拡大することなどについての論点整理がされている。   

● 保護者に対する指導の実効性を高めるための方策   

・保護者指導に対する家庭裁判所の関与の在り方  

研究会報告書では，家庭裁判所が保護者に対する指導に現行制度以上に関  

与することについて積極意見・消極意見が挙げられた上で，仮にそのように  

する場合のあり得べき関与の在り方について論点整理がされている。  

○ 懲戒権二懲戒場に関する規定の見直し   

・懲戒権・懲戒場に関する民法第822条を削除することの要否・可否  

研究会報告書では，民法第822条を削除すべきとの意見が紹介された上  

で，この点を検討するに当たって考慮すべき事項について整理がされている。   



社会保障審議会 児童部会  

児童虐待防止のための親権の在り方に関する専門委員会の設置について  

1 設置の趣旨   

児童福祉法及び児童虐待防止法に関して、児童虐待の防止等を図るなどの観点から親   

権の在り方についての検討を行うため、社会保障審議会児童部会に「児童虐待防止の   

ための親権の在り方に関する専門委員会」（以下「専門委員会」という。）を設置する。  

2 構成等   

（1） 専門委員会の委員は、別紙のとおりとする。  

（2） 専門委員会には委員長を置く。   

（3） 専門委員会は、法務省及び最高裁判所に参加を求めるほか、特に必要があると  

認めるときは、関係者を招聴して意見の聴取等を行う。  

3 検討事項   

専門委員会における検討事項は以下のとおりとする。   

・施設入所中等の児童に係る親権制限の在り方について   

・ 親権者等がいない児童等についての親権行使の在り方について   

・接近禁止命令の在り方について   

・保護者指導に対する裁判所の関与の在り方について   

・ その他  

4 委員会の庶務   

専門委員会の庶務は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室にお   

いて処理する。  
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児童虐待防止のため  
在り方に関する専P  

委 員 名  

の 権 親 の  

会 員 委 RrJ  

簿  

委員名   役  職   

磯谷 文明   くれたけ法律事務所 弁護士   

大村 敦志   東京大学大学院法学政治学研究科 教授   

長 秀之   東京家庭裁判所判事   

才村 純   関西学院大学人間福祉学部 教授   

佐藤 進   埼玉県立大学学長   

庄司 順一   青山学院大学教育人間科学部 教授   

松風 勝代   大阪府福祉部子ども室家庭支援課参事   

豊岡 敬   東京都児童相談センター次長   

中島 圭子   日本労働組合総連合会 （連合）総合政策局長   

松原 康雄   明治学院大学社会学部 教授   

水野’紀子   東北大学大学院法学研究科 教授   

吉田 恒雄   駿河台大学法学部 教授  
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（50音順 敬称略）  

（平成22年3月31日現在）  
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平成22年度における施設入所児童等への  

特別支援事業について   

児童福祉施設に入所している中学校修了までの父母のいない子  

ども等について、平成22年度の措置として、子ども手当相当額  

が行きわたるような支援を実施する。  

【事業内容】  

○ 安心こども基金の地域子育て創生事業を活用して、施設に対して   

補助を実施。  

○ 施設は、対象となる子どもの健やかな育ちの支援のために当該補   

助を使用。  

・補助額   

対象となる子ども1人につき 月額13，000円  

・対象となる子ども   

父母のいない子ども等子ども手当の支給の対象とならない   

子ども  

※ 平成23年度以降の取扱いについては、子ども手当制度のあり方   

の検討の中で、子ども手当の恩恵が行きわたるような子ども手当制   

度における対応について検討。  
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雇児発0331第19号  
平成2 2年3月 31日  

都 道 府 県 知 事  

各 指 定 都 市 市 長  殿  

児童相談所設置市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

平成22年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴う  

児童福祉施設に入所する子ども等への特別の支援について   

平成22年度における子ども手当の支給に関する法律（平成22年法律第1  

9号。以下「平成22年度子ども手当法」という。）が、平成22年3月31日  

に公布され、平成22年4月1日から15歳に達する日以後の最初の3月31  

日までにある子どもが支給対象となったところである。   

一方、平成22年度子ども手当法附則第2条の規定を踏まえ、児童養護施設  

に入所している子どもその他子ども手当の支給対象とならない子どもに対する  

支援等については、平成23年度以降の取扱について子ども手当制度のあり方  

の検討の中で別途検討をするとともに、平成22年度においては、安心こども  

基金管理運営要領を改正し、標記の児童福祉施設に入所する子ども等への特別  

の支援を行うことができることとした。   

今般、その具体的内容について、別紙のとおり「平成22年度における施設  

入所児童等への特別支援事業運営指針」（以下「運営指針」という。）を策定し  

たので、円滑な実施をお願いしたい。   

また、本事業の実施にあたっては、下記事項に留意されるとともに、本事業  

の実施について、管内市町村（指定都市及び児童相談所設置市を除き、特別区  

を含む。以下同じ。）及び施設等関係者に対して周知されるようお願いする。   

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4に  

規定する技術的な助言に当たるものである。  
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記  

1．安心こども基金管理運営要領の改正   

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営については、平   

成21年3月5日20文科初第1279号・雇児発第0305005号文部   
科学省初等中等教育局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知に基づき   

実施されているところであるが、平成22年3月31日21文科初820号  

・雇児発0331第3号本職通知により、別紙「安心こども基金管理運営要   

領」（以下「管理運営要領」という。）の一部が改正され、別添12の地域子   

育て創生事業に定める事業について、「平成22年度における子ども手当の支   

給に関する法律の施行に伴う児童福祉施設に入所する子ども奪への特別の支   

援」を新たに追加し、平成22年4月1日より適用することとした。  

2．運営指針第4条の対象児童について  

（1）運営指針第4条に定める特別支援事業は、小規模住居型児童養育事業を  

行う者若しくは里親（以下「里親等」という。）に委託され、又は児童福祉  

施設（別紙に定める児童福祉施設及び指定医療機関をいい、以下「施設」  

という。）に入所する児童であって、子ども手当の支給要件に該当する父母  

等がいない児童（以下「対象児童」という。）を対象に当該児童を委託され  

た里親等又は当該児童が入所する施設に対し、子ども手当相当額を助成す  

るものである。  

具体的には、父母が死亡した児童、父母の生死が明らかでない児童、父  

母が法令により拘禁されている児童、父母から遺棄されている児童、父母  

に親権喪失の宣告がなされた児童、児童福祉法第28条第1項による措置  

文は委託が行われた児童等の父母の監護・生計同一関係が認められず子ど  

も手当の支給要件に該当する者がいない児童が対象児童となると考えられ  

る。  

（2）本事業は、子ども手当の支給の有無と密接な関連があり、施設に入所す  

る児童の父母等に子ども手当が支給される場合には、本事業の対象児童に  

はならない。このため、運営指針による対象児童の認定に当たっては、必  

要に応じて、父母等の住所地の市町村に対して、住民基本台帳の確認を依  

頼するなど子ども手当の支給ついての照会を行うこととする。市町村に対  

しては、あらかじめ本事業の趣旨及び実施に伴う協力について周知された  

い。  
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3．事業の実施時期   

本事業は、平成22年4月1日から実施するものとする。  

4．費用  

（1）本事業の実施のために要する都道府県等の事務費及び助成費について   

は、管理運営要領の定めるところにより、安心こども基金の地域子育て創  

生事業として基金を取り崩し支出できるものであること。  

（2）本事業の実施に伴い、管理運営要領の別添の2の①区分の「すべての子  

ども・家庭への支援」へ管理運営要領の6（2）に定める区分間配分変更  

を行う場合は、本事業を行うための経費の増額分に限り、その内容を記載  

した報告をもって、厚生労働大臣の承認を受けたものとみなす。  

5．その他   

本事業は、里親等及び施設の施設長から申請に基づき実施する事業である   

が、事業の円滑な実施が行われるよう、児童相談所等における対象児童の把   

握や事業の周知について努められたい。  
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（別紙）  

平成22年度における施設入所児童等への特別支援事業運営指針  

（目的）  

第1条 この指針は、児童福祉施設に入所する父母がいない児童等で、子ど   

も手当の支給対象とならない児童に対して、都道府県等が平成22年度の   

措置として、児童福祉施設等の実施する子ども手当相当額の特別の支援（以   

下「特別支援事業」という。）について必要な事項を定めるとともに、当該   

事業を実施することにより、児童の健やかな育ちを支援することを目的と   

する。  

（定義）  

第2条 この指針で、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると   

ころによる。   

1 「父」には、母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、そ  

の母と事実上の女昏姻関係と同様の事情にあった者を含む。   

2 「児童」とは、15歳に達する日以後の最初の3月31日までの間に  

ある者をいう。  

（実施主体）  

第3条 実施主体は、都道府県、指定都市、児童相談所設置市（以下「都道   

府県等」という。）とする。  

（対象児童）  

第4条 特別支援事業の対象となる児童（以下「対象児童」という。）は、児   

童福祉法に定める措置等（障害児施設給付の決定を含む。以下「措置等」   

という。）を行った次の各号のいずれかに該当する児童で、かつ、平成22   

年度における子ども手当の支給に関する法律（平成22年法律第19号）   

第6条に規定する子ども手当の認定を受けた父母等がいない児童とする。   

1 小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親に委託された児童   

2 乳児院、児童養護施設、知的障害児施設、盲ろうあ児施設、肢体不自  

由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設又は児童自立  

支援施設に入所する児童   

3 指定医療機関（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第7条第6  

項及び第7項に規定するものをいう。）に入所する児童  
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（事業の内容）  

第5条 特別支援事業は、都道府県等が措置等を行った第4条の対象児童につ   

いて、当該児童の委託を受けた者又は対象児童が入所する施設の長（以下   

「事業実施者」という。）に対し子ども手当相当額を助成し、助成を受けた   

事業実施者が、当該児童に対して特別の支援を実施するものをいう。  

2 事業実施者が行う特別支援事業の実施期間は、平成22年4月1日から   

平成23年3月31日までとする。  

（特別支援事業費の額）  

第6条 特別支援事業に要する費用（以下「特別支援事業費」という。）の額   

は、月を単位として算定するものとし、その額は、1月につき、1万3千   

円にその月の初日の対象児童の数（その月の初日に子ども手当の支給事由   

が消滅した児童の数を除く。）を乗じて得た額とする。  

2 対象児童ごとに助成額を算定する場合は、平成22年4月から平成23   

年3月までの間において、当該児童が第4条の対象児童となる事実が生じ   

た日（当該児童が子ども手当の支給対象であった場合は、子ども手当の支   

給事由が消滅した日の翌日）の属する月の翌月（その日が月の初日の場合   

はその日の属する月）から、当該児童が子ども手当の支給対象となるなど   

対象児童としての事由が消滅した日の属する月までの月数に1万3千円を   

乗じて得た額とする。  

（認定）  

第7条 特別支援事業費の助成を受けようとする者は、別に定めるところに   

より、事業実施者に関する事項、対象児童に関する事項及び特別支援事業   

費の額について、対象児童について措置等を行った都道府県知事（指定都   

市にあっては、市長とし、児童相談所設置市にあっては、児童相談所設置   

市の市長とする。以下同じ。）に申請し、認定を受けなければならない。  

2 都道府県知事は、上記申請の内容を審査し、事業実施者、対象児童及び   

特別支援事業費の額の認定を行うものとする。なお、対象児童の認定に当   

たっては、必要に応じ、申請のあった対象児童に係る子ども手当の支給の   

有無等について関係市町村等に照会するものとする。  

（特別支援事業費の助成）  

第8条 都道府県知事は、前条の認定をした事業実施者に対し、特別支援事   

業費を助成するものとする。  
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2 特別支援事業費の助成限度額は、平成22年4月から平成23年3月ま   

での各月について、第6条第1項により算定した額の合計額とする。  

3 都道府県知事は、特別支援事業費の助成は、助成限度額の範囲内で事業   

実施者の請求により概算払いにより交付することができる。  

4 特別支援事業費の助成の申請、交付、確定の手続きについては、都道府   

県知事が別に定める。  

（対象児童の変更）  

第9条 ′事業実施者は、第7条の認定を受けた後において、対象児童に増加   

又は減少の変更が生じた場合には、第7条の手続きに準じて都道府県知事   

の認定を受けるものとする。  

（事業実施者の留意事項）  

第10条 事業実施者は、助成を受けた特別支援事業費について、第1条の   

趣旨に従って用いなければならない。  

2 事業実施者は、対象児童ごとに、当該児童に係る特別支援事業費を管理   

し、助成額及び支出の内容を明らかにしておかなければならない。  

3 特別支援事業費の対象経費は、対象児童に係る物品等の購入に係わる経   

費の他、対象児童の趣味、会食、旅行等の活動に要する経費（金銭給付を   

除く。）とするが、事業実施については、対象児童の希望を聞くなど十分配   

慮しなければならない。  

（実績報告）  

倉11条 事業実施者は、別に定めるところにより事業の実績報告書を都道   

府県知事に提出しなければならない。  

（助成額の精算）  

第12条 都道府県知事は、前条の実績報告書の提出があったときは、事業   

実施者に対して助成すべき額を確定し精算しなければならない。  

（実施細目）  

第13条 この指針に定めるもののほか、特別支援事業の実施に関し必要な   

事項は都道府県知事が別に定める。  
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④精算・確定   

③事業実績報告  ①交付申請  
児童の措置等を決定  
した自治体へ申請  

1  

②特別支援事  

真の交付  



児童ポルノ排除対策ワーキングチームの設置について  

平成21年12月22日  

犯罪対策閣僚会議中合せ  

1 児童ポルノが被害児童に深刻な影響を与え、青少年の健全な育成を阻害するこ   

とから、関係省庁が連携し、児童ポルノの排除に向けた国民運動の実施等、児童   

ポルノを排除するための総合的な対策を検討・推進するため、「児童ポルノ排除  

対策ワーキングチーム」（以下「ワーキングチーム」という。）を設置する。  

2 ワーキングチームの構成は、次のとおりとする。ただし、議長は、必要に応じ、   

有識者、構成員以外の関係行政機関の職員その他関係者の出席を求めることがで   

きる。  

議 長 内閣府副大臣  

構成員 内閣官房副長官補（内政）  

内閣官房内閣審議官  

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）  

警察庁生活安全局長  

総務省総合通信基盤局長  

法務省刑事局長  

外務省総合外交政策局長  

文部科学省スポーツ・青少年局長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

経済産業省商務情報政策局長  

3 ワーキングチームの庶務は、内閣官房、警察庁等関係省庁の協力を得て、内閣   

府において処理する。  
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児童ポルノ排除対策ワーキングチーム構成員名簿  

議 長 内閣府副大臣 大島  敦  

構成員 内閣官房副長官補（内政）  

内閣官房内閣審議官  

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）  

警察庁生活安全局長  

総務省総合通信基盤局長  

法務省刑事局長  

外務省総合外交政策局長  

文部科学省スポーツー青少年局長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

経済産業省商務情報政策局長  

佐々木豊成  

立岡 恒良  

松田 敏明  

樋口 建史  

桜井  俊  

西川 克行  

別所 浩郎  

布村 幸彦  

伊岐 典子  

石黒 憲彦  
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製造時に、強姦、強制わ いせつ等の性犯罪や  デジタル機器、インターネット等の発達に   
を伴うことが多い。 

重衷迦薮人鹿妻細国騨  
インターネット上に流出すればな垂線／   

回収は困難で、被害児童が将来にわたり苦しむ。  被害が潜在化しやすい。   
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児童ポルノ対策の緊急性一重要性については、様々な国際会議において文書で確認。   
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①検挙件数■人員、被害児童数は増加し続けており、多数の被書児童が潜在化している   
可能性が高い。  

②ファイル共有ソフトの利用拡大が、インターネット上での拡散を助長。  

③児童を性的対象とみる風潮が蔓延し、 蜘さの認識が不足。  
（児童への 強制わいせつ・強姦等を伴う画像が流通、親が子の児童ポルノを撮影・販売した事例が発生）  

の ④インターネット危険性等について児童の認識も不足 
。 （携帯電話を利用し、児童に自らの裸体を撮影させ送信させた事例も多発）  

童ポルノの排除には‥  

関係省庁が連携し、  
O r児iボル′臥絶対に許されない」という国民意識の醸成  
○ ♯連、液温のさ段階における被害・流潰防止対策の欄膿  
○ せ幸児童支援の雄健  
○ 児iボノh／事犯の取♯り強化  
を行うことが必要。  

3   



今後の検討事項  

1 「児童ポルノは絶対に許されない」（仮）という広報啓発活動   

の推進  

2 被害防止対策の推進  

3 インターネット上の児童ポルノ画像等の流通・閲覧防止対策の   

推進  

4 被害児童の早期発見・支援対策の推進  

5 児童ポルノ事犯の取締り強化  

6 諸外国の児童ポルノ対策の調査  
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